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日本の太陽光発電の未来
～ CN時代の主役となるために ～

2022年3月10日
一般社団法人 太陽光発電協会（JPEA)

増川武昭

太陽光発電協会と京都大学による共催シンポジウム 2022
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太陽光発電に対するネガティブなイメージの例

・コストが高い（国民負担で導入）
・ビジネスとしてはもう儲からない
・日本には適地が少なく設置場所がもうない
・迷惑設備（景観、土砂災害）
・不安定（自然変動電源）で頼りにならない

さて、皆さんはどのよなイメージをお持ちでしょうか?

はじめに
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今、世界で起きていること
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世界年間導入量 GW

暦年

世界の太陽光発電:年間導入量 2000年代後半から急拡大

2020年の導入量は145GW※
DC（日本のピーク電力需要に匹敵する規模）に達し、

2008年の約22倍に増加。
とはいえ、世界の電力需要の4％弱を賄える程度であり、
本格導入はまだまだこれから。

※:容量の単位:GW（ギガワット＝100万kW）
GWDCは直流出力（太陽電池モジュールの合計出力）
出所は国際エネルギー機関（IEA)
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太陽光発電の累計導入量全世界:IEAによる「過去の将来見通し」と「実績値」

WEO2012新政策シナリオ 実績値

実績

太陽光発電の歴史は世界においても過小評価の歴史!

 IEAが2012年に発表した「World Energy Outlook 2012（WEO2012）」において、
世界の太陽光発電の2020年末の累計導入量見通しは以下の通りであった。
 現行政策シナリオ（Current Policies Senario):227GWDC
 新政策シナリオ（New Policies Scenario） :266GWDC
 450シナリオ（CO２濃度450㏙ 抑制シナリオ） :303GWDC

 しかしながら、2020年末の実績は767GWDCで、新政策シナリオ見通しの2.9倍に達した

国際エネルギー機関（IEA)による 過去の見通しと実績

見通し

※:容量の単位:GW（ギガワット＝100万kW）
GWDCは直流出力（太陽電池モジュールの合計出力）
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世界の再エネの年間平均導入量:実績と2021年以降の見通し

IEA Renewables 2021より

太陽光 風力 水力 その他再エネ

実績 将来見通し

世界の太陽光発電:IEA将来見通し 2021年～2026年

 2015年以降は太陽光発電の伸びが顕著
 2015～2020年の太陽光の実績値（年間平均）:94GWDC
 2021～2026年の太陽光の見通し（年間平均）:181～221GWDC(加速化ケース）

国際エネルギー機関（IEA)による実績データと見通し

※:容量の単位:GW（ギガワット＝100万kW）
GWDCは直流出力（太陽電池モジュールの合計出力）
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太陽光発電の導入量が世界で急速に伸びたのは何故か?
国際再生可能エネルギー機関（IRENA)によれば、
大規模事業用の太陽光発電について2010年から2020年迄の10年間で、
 太陽光発電所の建設コスト:81％減少（世界平均）
 太陽電池モジュールの価格:93％減少（世界平均）
 発電コスト（LCOE):85％減少 （世界平均１kWh当たり）

大規模事業用太陽光の発電コストの推移（国別）:出所 IRENA
2022年3月公開の
Renewable Technology Innovation Indicators: Mapping progress 
in costs, patents and standards より
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さて、日本の太陽光発電は
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世界の中の日本:国別導入ランキング

出典: IEA-PVPS Snapshot of Global PV Markets 2021

 2020年の年間導入量:日本は4位
 2020年末の累計導入量:日本は3位

2020年 年間導入量（DC） 2020年末 累計導入量（DC）

※:容量の単位:GW（ギガワット＝100万kW）
DC直流出力（太陽電池モジュールの合計出力）
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2030年度
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2030年46％削減、2050年CN実現の目標が意味するものは?

2050年のカーボンニュートラル（2020年10月表明）、2030年の46％削減（更に50％の高み）を目
指し新たな削減目標（2021年4月表明）は、日本のエネルギー政策にとってはゲームチェンジャーであ
り、第6次エネルギー基本計画の重要テーマとなった。

（80%削減）

０（カーボンニュートラル）

（26%削減）

（46%削減）

日本のエネルギー政策にとっ
てのゲームチェンジャー
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2020年10月:2050年のカーボンニュートラル
2021年4月 :2030年の温暖化ガス46％削減（更に50％の高みを目指す）

菅前総理による気候変動対応に関する宣言

導入までのリードタイムの短い太陽光発電に対する高い期待

第6次エネルギー基本計画
・閣議決定:2021年10月

 再エネについては、主力電源として最優先の原則のもとで最大限の導入に取り組む。
 2030年の46％削減達成には、電源構成に占める再エネ比率を36％～38％（野心的

見通し）に高める。現在取り組んでいる再生可能エネルギーの研究開発の成果の活
用・実装が進んだ場合には、38％以上の高みを目指す

 2030年の太陽光発電の比率（野心的見通し）は14％～16％（103.5～117.6GW）

2030年46％削減、2050年CN実現に向けた太陽光発電への期待は高い
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2030年46％削減に向けた太陽光発電の導入量（累計）見通し
 2020年度末の累計導入量は約61GW（電源構成の7～８％）
 第６次エネルギー基本計画における2030年度末の見通しは103.5～117.5GW（電源構成の14～16％）

と、第5次エネ基の64GWから大幅に上方修正。
 JPEAにおいても従来の2030年ビジョンの100GWから新たな野心的目標125GWを設定
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日本の太陽光発電‐累計導入量：実績と見通し

10kW未満

10-999kW

1MW以上

JPEA野心的目標125GW

第6次エネ基見通し103.5GW

JPEAビジョン100GW

第5次エネ基見通し64GW

第6次エネ基見通し117.6 第5次エネ基本見通し
64GW

第6次エネ基見通し
103.5GW～117.6GW
第6次エネ基見通し
103.5GW～117.6GW

JPEA野心的目標
125GW

JPEAビジョン
100GW（2020年発表）

いずれにせよ、2030年迄に2020年実績の2倍程度まで増やすことが求められている

※:容量の単位:GW（ギガワット＝100万kW）
交流出力（パワーコンディショナーの合計出）

2020年度迄の実績値は資源エネルギー庁のデータのに基づきJPEAが作成
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2012*：2012年7月～2013年3月
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野心的目標（2021年3月）
2030年125GW （ＡC）

10kW以上（年間）-自立導入 10kW以上（年間）-FIT/FIP設備
10kW未満（年間）-FIT設備 全体導入量（累計）

2012*：2012年7月～2013年3月

参考:JPEAビジョン 2030年稼働目標:従来の100GWから野心的目標に
 2030年までに達成すべきこと「FITから自立した主力電源になること」
 自立導入（非ＦIT）が徐々に増え、2031年以降はFITに頼らずとも導入が進むことを目指す
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PV OUTLOOK 2050 :300GWケースの新規導入量見通し（国内）
10kW以上（年間）-自立導入 10kW以上（年間）-FIT/FIP電源

10kW未満（年間）-自立導入 10kW未満（年間）-FIT電源

10kW未満（累計） 全体導入量（累計）

2012*：2012年7月～2013年3月

太陽光300GWは温室効果ガス80%削減に近づけるためのシナリオ

FITからの自
立に向けた

10年

 2050年にカーボンニュートラルを目指すとすれば太陽光300GWACでは足りない。
 導入量が減少していく状況下、今後10年間でFITからの自立と電力市場への統合を実現し、

どうやって300GWACを超える目標を達成するかが問われている。

300GWAC（=3億kW)は現状の太陽光導入量の約5倍
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野心的目標を掲げたのは良いが、
日本の太陽光発電の足元の現実は?
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日本の事業用太陽光の新規導入量５GW程度で推移（見かけ上は順調）

資源エネルギー庁 第70回調達価格等算定委員会（2021年10月4日）の資料を基に作成
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 事業用の太陽光発電は2014年度～2015年度において年度合計で８GWを超える導入量を記録。
 2016年度～2020年度においても年間で５GW程度の新規導入が続き一見すると順調に見える。
 しかしながら、実態は過去にFIT認定された既認定案件の稼働によって導入量が維持されている。
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資源エネルギー庁 第70回調達価格等算定委員会（2021年10月4日）の資料を基に作成

 事業用太陽光のFIT認定量は、2015年度以降減少しており、2020年度は0.9GWまで大きく減っている。
 この傾向が続けば、早晩、事業用太陽光の年間導入量は従来の5GW程度から1GWを下回るレベルになる。
 太陽光発電の主力化には、足元の減少トレンドを反転させ上昇トレンドにしなければならい。

日本:事業用太陽光のFIT認定量 1GW未満に大きく低減
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住宅用太陽光の導入件数 ピーク時に比べて半減
 10kW未満の住宅用太陽光の導入件数は、2017年度から2020年度は年平均で14.3万件で推移しているが、

2012年7月～2013年度の年平均27.2万件と比較すると半減している。
 新設住宅の着工件数は減少傾向にあるが、このままでは、住宅用太陽光の導入件数についても、新築住宅

の着工件数の減少に伴い、今後さらに減少していく可能性がある。
資源エネルギー庁 第70回調達価格等算定委員会（2021年10月4日）の資料を基に作成

272,330 
228,697

179,408
161,356

133,279 146,685 152,239 141,551

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

2012年7月～

2013年度※1

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

住宅用太陽光（10kW未満）導入件数 年度別

2017年度～2020年度
年間平均14.3万件

※１：２012年7月～2013年度の年間平均導入件数

125 129 

104 104 

78 82 84 89 
99 

88 92 98 95 95 
88 

81 

0

20

40

60

80

100

120

140

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

年度

新設住宅着工件数（万件）
出所:国土交通省「住宅着工統計」

18



19

FIT買取価格の低減とコスト競争力:事業用は10円/kWh程度に
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￥／kWh
（税抜き）

太陽光 住宅用（10kW未満）
太陽光事業用（50kW以上250kW未満）※1
陸上風力
住宅用電力量料金（東電スタンダートプラン、121ｋWh～300ｋWh）
業務用高圧電力量料金（東電業務用高圧,その他期）
卸電力スポット価格(前日)※2
洋上風力（着床式）
洋上風力（浮体式）

住宅用太陽光
FIT価格

卸電力スポット価格

住宅用電力量料金

事業用太陽光
FIT価格

業務用電力量料金

■事業用太陽光（50kW～250kW)の2022年度FIT買取価格は10円/kWh、2023年度は9.5円/kWh
■事業用太陽光のFIT買取価格は業務用電力量料金を下回り、卸電力スポット価格に近付いている。
■住宅用のFIT価格は家庭用電力量料金を下回り、自家消費のインセンティブが増している。

固定買取（FIT)価格と電気料金・スポット価格の比較（消費税を除く）
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IRENAによる発電コスト分析:導入年2010～2020年の国別推移

日
本

2022年3月公開の
Renewable Technology Innovation Indicators: Mapping progress in costs, patents and standards より

日本において2020年に導入された大規模事業用太陽光の発電単価（LCOE)は0.11USD/kWh程度
であり海外に比較して高い。



21

どうしたら野心的目標を達成
できるのか?

・コストが高い（国民負担で導入）
・ビジネスとしてはもう儲からない を

・コスト競争力が高くビジネスとしても魅力的 に変える

・日本には適地が少なく設置場所がもうない
・不安定（自然変動電源）で頼りにならない
・迷惑設備（景観、土砂災害）

（ネガティブイメージ）

（ポジティブな現実）
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日本の太陽光発電:自家消費モデルは既にコスト競争力あり（再掲）
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太陽光 住宅用（10kW未満）
太陽光事業用（50kW以上250kW未満）※1
陸上風力
住宅用電力量料金（東電スタンダートプラン、121ｋWh～300ｋWh）
業務用高圧電力量料金（東電業務用高圧,その他期）
卸電力スポット価格(前日)※2
洋上風力（着床式）
洋上風力（浮体式）

住宅用太陽光
FIT価格

卸電力スポット価格

住宅用電力量料金

事業用太陽光
FIT価格

業務用電力量料金

■事業用太陽光（50kW～250kW)の2022年度FIT買取価格は10円/kWh、2023年度は9.5円/kWh
■事業用太陽光のFIT買取価格は業務用電力量料金を下回り、卸電力スポット価格に近付いている。
■住宅用のFIT価格は家庭用電力量料金を下回り、自家消費のインセンティブが増している。

固定買取（FIT)価格と電気料金・スポット価格の比較（消費税を除く）



事業用太陽光発電のコスト低減の可能性:グリッドパリティに向けて

■日本における事業用太陽光のコスト低減の方策を見出すためにドイツとのコスト比較を実施
■国内の事業用太陽光のコストを調べたところ現状では13.2円/kWh程度であるが、ドイツとのコスト

比較から2030年頃までに6円/kWh程度に低減するための可能性が示された。
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ノンファーム接続 他 ・調達手法変更（直接調達等）

・調達規模の確保 他

・造成不要なフラットな土地
（荒廃農地等）の活用
・工法標準化・機械化 他
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参考:2030年の自立化に向けたコスト低減のイメージ

太陽光発電協会（JPEA）は、2030年までにFITから自立した電源となることを目指してお
り、事業用太陽光に関しては以下のコスト低減目標を掲げている。

①トップランナー:
2025年頃までに7円/kWh（調達価格相当としては8.5円程度）を目指す。

②業界平均:
2030までに業界平均として7円/kWh（調達価格相当としては8.5円程度）を目指す。

5.0

7.0

9.0

11.0

13.0

15.0

2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

円
/k

W
h

年度

2030年迄のコスト低減と調達価格・基準価格イメージ

事業用太陽光 調達価格・基準価格のイメージ

トップランナーの発電コスト（IRR 0％）目標

業界平均の発電コスト（IRR 0％）目標

業界平均の発電コスト（IRR 4％）目安

トップランナー:
2025年7円/kWh

業界平均:
2030年7円/kWh

24

イメージ
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電力市場が高騰した際は燃料価格に依存しないため高い競争力
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35

40

卸電力スポット市場の推移（24時間平均:¥/kWh）

2021年4月からのシステムプライス

 2021年4月～9月は卸電力スポット価格が10円/kWhを超える日は少なかったが10月以降は10円を
大きく上回る日が続いている。この傾向が続くと来年度以降の小売価格も大きく上昇する懸念。

 一方、輸入燃料に依存しない太陽光発電のコスト競争力は高まることが想定され、またFIT買取によ
る国民負担も低減される方向となる。

 すなわち、輸入燃料の高騰や供給途絶に対して国民にとってはリスクヘッジとなる。
 また、物価上昇（インフレ）が続いた場合においても、太陽光発電は相対的に競争力が高まり国民

にとってはリスクヘッジに成り得る。
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参考:太陽光の発電プロファイルを考慮した競争力

 太陽光発電の多い昼の時間帯は燃料価格の高い火力発電を停止することができ、需給状況によって
は昼の時間帯のスポット価格が安くなる。

 従って、太陽光発電のコスト競争力を正しく評価するには発電プロファイルに基づて卸電力スポッ
ト価格を加重平均して比較する必要がある。

 2021年10月以降は東京エリアにおいて、発電プロファイルに基づて計算したスポット価格について
も10円/kWhを超えており、太陽光発電の競争力が高く評価できることが確認できた。

 また、4月から始まるFIP制度を活用できたとすると、基準価格10円/kWhのケースでは、東京エリ
アにおいては理論上、市場高騰によるアップサイドを享受できることを示している。
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スポット価格と太陽光発電プロファイル

東京エリア 2022年2月26日
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太陽光発電プロアイルを考慮した卸電力スポット

加重平均価格（円/kWh ）

東京エリア



27出所:資源エネルギー庁

4月からいよいよFIP制度が導入される
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4月からいよいよFIP制度が導入される

出所:資源エネルギー庁
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CO
2対
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（
円

/k
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h 
）

CO2価格（USD/ CO2トン）

CO2価格と排出係数から求める

火力電源のCO2対策費（円/kWh）

排出係数0.4kgCO2/kWh のLNG火力等 排出係数0.8kgCO2/kWh の石炭火力等

CO2価格（対策費）を考慮した太陽光発電の競争力

 CO2価格が50USD/CO2トンの場合、例えば、
• 排出係数が0.4kgCO2/kWhのLNG火力等のCO2対策費は約2.3円/kWh
• 排出係数が0.8kgCO2/kWhの石炭火力等のCO2対策費は約4.6円/kWh

 CO2価格が再エネの競争力に与えるインパクトは決して小さくない

想定為替レート:１USD=115円
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参考:カーボンプライシング:再エネの自立化には必要不可欠
IEAのシナリオ別 CO2価格の見通し
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CO2価格（US$／CO2トン）

IEA Net Zero by 2050

WEO 2020持続可能開発シナリオ（SDS）

WEO 2020公表済政策シナリオ（STEPS）

2015WG（WEO2014新政策シナリオ）

 IEAは、「Net Zero by 2050」のシナリオにおいて、炭素価格(US$/CO2トン）と燃料価格を想定しており、炭素
価格については、2025年に75ドル、2030年に130ドル、2040年に205ドルと想定している。（欧州排出量
取引の足元の取引相場は50ユーロを超えている。）

 IEAは、「Net Zero by 2050」以外に、World Energy Outlook（WEO)を毎年発表しており、2020年
版では、公表済政策シナリオ（STEPS)と持続可能開発シナリオ（SDS）があり、それぞれのシナリオについても炭
素価格と燃料価格を想定している。

事業者がカーボンプライシングに求
めているのは、
• 仕組みや方法論も大事だが、
• その価格レベルと、
• その見通し（予見性）
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太陽光発電に対するネガティブなイメージの例

・コストが高い（国民負担で導入）
・ビジネスとしてはもう儲からない

・日本には適地が少なく設置場所がもうない

決してそんなことはありません

・迷惑設備（景観、土砂災害）

解決可能です

・安定（自然変動電源）で頼りにならない
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スケーラブルで設置場所に合わせた設置形態。また必ずしも専用の土地を必要としない。

地上設置型太陽光発電システム

営農型太陽光発電システム
（ソーラーシェアリング）

屋根設置型太陽光発電システム

水上設置型太陽光発電システム

太陽光発電システムの設置形態・設置場所



33

2030年野心的目標における想定設置場所（需要地・非需要地別）

野心的目標 参考:現行JPEAビジョン
2030年度想定 2050年度想定

GW(AC) GW(AC)
1.戸建て住宅 30.0 61.0
2.集合住宅 4.0 22.4
3.非住宅建物 6.0 33.6
4. 駐車場等交通関連 4.0 16.7
5. 工業団地等施設用地 3.5 13.3

運輸 6. 自動車・バス・トラック・電車・船舶等 0.0 0.0
47.5 147.0

7.  2019年度迄FIT認定 非住宅 60.0 46.7
8. 水上空間等 2.0 23.3
9. 道路・鉄道関連施設 1.0 6.0
10.  耕作地 9.0 50.7
11.  耕作放棄地 5.0 20.0
12.  その他農家関連耕地けい畔等 0.5 6.7

77.5 153.3

125 300

非需要
地設置

非農地

農業関連

小計
合計

需要地
設置

住宅

非住宅

小計
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大分類 分類 導入場所 2050最大導入ケース
DC(GW) AC(GW) 積載率(％)

需要地
設置

住宅 1. 戸建て住宅 75.0 61.0 123%
2. 集合住宅 28.0 22.4 125%

非住宅
3. 非住宅建物 42.0 33.6 125%
4. 駐車場等交通関連 25.0 16.7 150%
5. 工業団地等施設用地 20.0 13.3 150%

小計 190.0 147.0 129%

非需要
地設置

非農地
6. 2019年度迄FIT認定 非住宅 70 46.7 150%
7. 水上空間 35.0 23.3 150%
8. 道路・鉄道関連施設 9.0 6.0 150%

農業関連
9.  耕作地 76.0 50.7 150%
10. 耕作放棄地 30.0 20.0 150%
11. その他農家関連耕地けい畔等 10.0 6.7 150%

小計 230.0 153.3 150%
合計 420 300 140%
（＊）経産省 平成26年度 新エネルギー等導入促進基礎調査 再生可能エネルギーの普及可能性に関する調査報告書

NEDO 平成24年年度成果報告書 太陽光発電における新市場拡大等に関する検討

 経産省・NEDOの調査では、約700GWの導入ポテンシャルが報告されている
 本ビジョンにおける2050年最大化ケースでは、下記導入場所で420GWDCを想定
 2030年度に向け需要地への導入が進むが、将来は農業関連等の非需要地が重要となる

■2050年度 300GWAC（420GWDC）における想定導入場所

参考:300GW（AC）導入の場所:十分確保可能
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2030年の野心的目標を実現するための課題克服:用地確保

用地確保・地域との共生

・地上設置:2030年までの10年間は年平均３～４GW程度の導入が前提
①改正温対法による地域主体のポジティブゾーニングとそれを支える地域への

経済還流によって地域との共生が実現し用地開発が促進される。
②耕作地・荒廃農地の本格的活用が実現する。

・屋根設置:2030年までの10年間は年平均３GW程度の導入が前提
③住宅用:新築住宅の8割程度に設置（国の目標は2030年に6割）

既築住宅は第3者所有モデル（初期費用無し等）の普及
④非住宅:低層階ビル・店舗、公共施設等での自家消費モデル、並びにRE100

等の需要家によるPPAのニーズの拡大、さらにBIPVや軽量太陽電池
の市場投入、駐車場の活用等、着実に市場が拡大。
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太陽電池
モジュール
（パネル）
１㎡

（1.8m×1.1ｍ）
200ワット

× ２.８枚

日本の累計導入量を日本人一人当たりの面積で表すと

2020年度末
71.9GWDC

2030年度末
140GWDC

太陽電池
モジュール
（パネル）
１㎡

（1.8m×1.1ｍ）
200ワット

５.９枚×

日本の人口2030年
119,125千人

日本の人口2020年
126,146千人

太陽電池モジュール変換効率約20％と想定

1メートル

1メートル
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太陽電池モジュールの変換効率の向上:2020年には20％程度に

変換効率が高くなれば設置面積が少なくて済み、設置コストの低減にも繋がる
IRENAが2022年3月公開した、
Renewable Technology Innovation Indicators: Mapping progress in costs, patents and standards より
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太陽光発電に対するネガティブなイメージの例

・コストが高い（国民負担で導入）
・ビジネスとしてはもう儲からない
・日本には適地が少なく設置場所がもうない
・迷惑設備（景観、土砂災害）

・不安定（自然変動電源）で頼りにならない

・時間と空間を拡げてみれば「均し効果」が発揮され、また
期待通りのkWhが得られる安定エネルギー源だと言え、

・そして自ら調整力を発揮することで価値を生むことが
可能な電源
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2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

万kWh

10kW以上のFIT太陽光発電設備の発電量（FIT買取量）

全国・3カ月毎

Q1（4～6月） Q2（7～9月） Q3（10～12月） Q4（1～3月）

時間と空間を拡げてみれば期待通りのkWhが得られる安定エネルギー源

全国大・3カ月毎でみれば導入量の増加に伴って期待通り安定的に発電しているこ
とが分かる（個々の発電所の変動は大きく、日時・季節の変動があっても）

資源エネルギー庁のデータのに基づきJPEAが作成
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 2050年 最大化(AC300GW) 蓄電池高位ケース における春季GWの需給バランス
• 火力の稼働はごくわずか
• 太陽光の出力が過剰となっており、発電した電力の多くが抑制されている
• HP給湯機とEVは昼間需要を創出している。蓄電池も昼間に充電→夜間放電

-400
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-100

0

100
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300

400

GWh/h
原子力 水力 石炭 天然ガス 石油 水素

地熱 バイオマス 風力 太陽光 揚水(放電) 蓄電(放電)

他エリア その他需要 EV・HP需要 揚水(充電) 蓄電(充電) 抑制

■試算結果 電力需給バランス（軽負荷期）

電力需給シミュレーション:需給バランス断面 軽負荷時 全国（5月連休）

40
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太陽光発電が自らの調整力を発揮することで価値を生む可能があることを
示した研究の紹介
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太陽光発電による調整力を活用することで、2060年断面の出力抑制を
41.9％から19.3％に削減できる可能性が示された。
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系統制約の克服・調整力の確保
・地上設置

①基幹系統のみならず下位系統・配電網を含めたコネクト＆マネージの推進。

・屋根設置（自家消費）案件の拡大
②系統制約を受けにくい自家消費モデル・オンサイトPPAの推進。
→ZEBの推進、省エネ法・温対法等による需要側の行動変容の後押し

・地上・屋根設置共通
③配電網のスマート化と需要側リソースの最大活用。
④供給力・レジリエンスへの貢献を含む蓄電池等のストレージコストの低減
⑤再エネ自ら調整力を発揮するためのグリッドコードの整備と製品開発
⑥地域・コミュニティで活用される電源の推進と再エネ適地へ需要設備を誘致す

るための需要側託送料金の見直し。

電力市場への統合
競争力のあるアグリゲーターが育成され、FITからFIP制度の移行が成功し、
電力市場への統合が着実に進む。スポット市場・時間前市場に加えて、蓄電池
やHP給湯器、EV等を含む需要側のリソースをコスト効率的・効果的に活用でき
る環境が整備されている。

2030年に野心的目標を実現するための課題:系統制約等
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 2050年の太陽光電力量シェアは、200GWケースで20％、300GWケースで31％
 非化石電源のkWhのシェアはPV200GWケースで64％、PV300GWケースで75％となる。
 2050年にGHG削減80％を達成するには、200GWでは全く足りず、少なくとも300GWの導入が必

要と想定される。

電力需給シミュレーション試算結果 kWhベース 2050年の電源構成

（＊）2050年の原子力は米国EIAの想定値をベースに試算。風力発電の２050の導入量は100GWと想定。

CNの実現には再エネを主とする非化石電源のベストミックスが不可欠

実績 旧(第5次)エネ基 2017年公表
JPEAビジョン

2020年公表
JPEAビジョン
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系統制約の克服と電力市場への統合を可能にするセクターカップリング

電力供給の
CO2フリー化
（脱炭素化）

運輸部門の
電動化

熱利用の
電化

政策誘導＋
市場メカニズム

シナジー
効果

需要側と供給側が一体（需給統合）となって
「脱炭素化」「エネルギー利用効率と自給率の大幅な向上」

を同時達成

乗用車、路線バスの電動化
は既に始まっている。
貨物トラック等は非接触充
電やバッテリー技術の革新
によって電動化が進む。

家庭、業務、産業部門
における熱利用を燃焼
から高効率なヒートポンプ
蓄熱方式に

再エネのコスト競争力
向上により、電力供給
のCO2フリー化が最も
費用対効果の高い供給
側対策に。

需要側に設置し自家消
費電力をCO2フリー化。
需要側が直接メリット
を享受でき送電ロスの
削減にも貢献。

＜需要側対策＞

＜需要側対策＞＜需要側対策＞

＜供給側対策＞

■電力供給、熱利用、運輸の３つのセクターにおいて高効率化と脱炭素化を一体的に推進。
■再エネ由来電気の需要が増大し、同時に出力変動を吸収する蓄エネ能力が飛躍的に向上。
■需要側のありとあらゆる場所に設置できる太陽光発電は、セクターカップリング推進の

要となり得る。
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価値創出
非化石価値を含むカーボンプライシングの活用によってFIT・FIPからの自立が
後押しされる。

⾧期安定稼働（2030年を超えて）
・卒FIT後を含め太陽光発電設備が適切に維持管理され⾧期間安定的に稼働するこ

とが課題となる。
・日本では小規模太陽光、とりわけ10～50kW（低圧）の占める割合が、件数

ベースでは95%、容量ベースでも32～35％程度と高い。
・これら小規模太陽光を含め、FITで導入された設備が、20年の買取期間終了後も

稼働を継続することが望まれており、そうすることで2050年のCN達成に貢献す
ることが可能となる。

PVモジュールの適正処理・リサイクルの推進

2030年に野心的目標を実現するための課題:その他
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JPEAビジョン:従来の2050年300GWから野心的目標に

想定稼働容量（想定発電量）
2030年度 2050年度

野心的目標:2050年カーボンニュー
トラル実現からのバックキャスト

125GW（AC）
(約1,530億kWh）

300GW超（AC）
2040年代に前倒し達成

2020年5月公表（JPEA）ビジョン
GHG80％削減目標が前提

100GW（AC）
(約1,230億kWh )

300GW（AC）
(約3,900億kWh)

新規開発低迷トレンドが続いた場合 82GW 程度?

82GW?
新規開発低迷トレンド継続ケース

125GW
300GW

2030 2050

野心的目標

100GW

前倒し
達成 JPEAビジョン

• 昨年5月公表のJPEAビジョン（2050年300GW）はGHG80％削減が前提
• カーボンニュートラル実現にはさらに上を目指す必要あり→野心的目標
• 新規開発が低迷した現状のトレンドが継続すればJPEAビジョンの達成すら困難
• 野心的目標を達成するには自助努力に加えて抜本的な環境整備・施策が不可欠

イメージ
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PV OUTLOOK 2050 :300GWケースの新規導入量見通し（国内）
10kW以上（年間）-自立導入 10kW以上（年間）-FIT/FIP電源

10kW未満（年間）-自立導入 10kW未満（年間）-FIT電源

10kW未満（累計） 全体導入量（累計）

2012*：2012年7月～2013年3月

太陽光300GWは温室効果ガス80%削減に近づけるためのシナリオ

FITからの自
立に向けた

10年

 2050年にカーボンニュートラルを目指すとすれば太陽光300GWACでは足りない。
 導入量が減少していく状況下、今後10年間でFITからの自立と電力市場への統合を実現し、

どうやって300GWACを超える目標を達成するかが問われている。

300GWAC（=3億kW)は現状の太陽光導入量の約5倍
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最初にお尋ねした様なネガティブなイメージが、
少しでもポジティブな見方になって頂けたとすれ
ば、うれしい限りです。

おわりに
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ご清聴有難うございました!


